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議案第２２号 

 

平成３０年度白石町特定環境保全公共下水道特別会計予算 

 

 平成３０年度白石町の特定環境保全公共下水道特別会計予算は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ６８４，０００千円とする。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

 

（地方債） 

第２条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率

及び償還の方法は、「第２表 地方債」による。 

 

（一時借入金） 

第３条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、４００，０００千円と定める。 

 

平成３０年３月６日提出 

 

 

白石町長 田 島  健 一 
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特定環境保全公共下水道事業 245,400

１　普通貸借証書
　又は証券借入

２　政府銀行金融
　機関等から借入

　　　　　５．０％以内
　ただし、利率見直し方式で
借り入れる資金について、利
率見直しを行った後において
は、当該見直し後の利率

　借入先の融資条件による。
　ただし、町財政の都合により据置
期間及び償還期限を短縮し、若しく
は繰上償還又は低利に借換えする
ことができる。

公営企業会計移行事業 19,600

第２表　地方債

（単位：千円）

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法
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特定環境保全公共下水道特別会計

予 算 に 関 す る 説 明 書
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１．一般職

（１） 総   括

職 員 数

（人） 報 酬 給 料 職 員 手 当 計

本 年 度 1 4,432 3,884 8,316 1,463 9,779

前 年 度 1 4,393 3,816 8,209 1,393 9,602

比 較 0 39 68 107 70 177

本 年 度 312 24 240 1,123 777 300 1,108

前 年 度 312 24 240 1,113 728 300 1,099

比 較 0 0 0 0 10 49 0 9

給与費明細書

期 末 手 当 勤勉手当

共 済 費
給 与 費

備 考

管理職員特
別勤務手当

時間外
勤務手当

区 分

扶 養 手 当

（単位：千円）

（単位：千円）

区 分

職員手当
の 内 訳

通 勤 手 当

合 計

宿日直
手当

管理職手当 退職手当住 居 手 当 児 童 手 当

-11-



-18-

区 分 増 減 額

給与改定に伴う増減分

39 昇給に伴う増減分 39

その他の増減分

43 43

昇給に伴う増減分 25

その他の増減分

(3)　給料及び職員手当の状況

ア.　職員一人当たり給与

　

高 校 卒

大 学 卒

３ ０ 年 １ 月 1 日 現 在

制度改正に伴う増減分

技 能 労 務 職区 分 行 政 職

職員手当 68
25

平 均 給 与 月 額 ( 円 ）

平 均 年 齢 （ 歳 ）

平 均 年 齢 （ 歳 ）

イ.　初任給

区 分 行 政 職 （ 円 ）

147,100 147,100

396,700

44歳9月

平 均 給 与 月 額 ( 円 ）

２ ９ 年 1 月 1 日 現 在

43歳9月

166,300

144,500

技 能 労 務 職 （ 円 ）行 政 職 （ 円 ）
技 能 労 務 職 （ 円 ）

144,500

国 の 制 度

169,000 179,200

365,200

393,200

平 均 給 料 月 額 ( 円 ）

平 均 給 料 月 額 ( 円 ） 368,700

 

給 料 39 昇 給 に 伴 う 増 減 分

そ の 他 の 増 減 分

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分

そ   の   他   の   増   減   分

制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分

（単位：千円）

増 減 事 由 別 内 訳 備     考説 明

(2)　給料及び職員手当の増減額の明細
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ウ.　等級別職員数　

(等級別の標準的な職務内容）

区 分

５ 級

２ ９ 年 １ 月 １ 日 現 在

行 政 職

級 職員数（人）

４ 級

３ 級

1

４ 級

３ ０ 年 １ 月 １ 日 現 在

６ 級

５ 級

２ 級

計

二　級 　三　級 　　四　級　

主事

　　一　級

主事 係長・主任 係長・主査

100.0計

２ 級

３ 級

1

１ 級

２ 級

１ 級

1

３ 級

計

計

１ 級

構成比（％）

４ 級

３ 級

100.0

100.0

４ 級

級 職員数（人）

100.0

技 能 労 務 職

２ 級

区 分

1

６ 級

１ 級

構成比（％）

技 能 労 務 職

一 般 行 政 職

六　級

課長・専門監

五　級

課長・専門監・課長補佐
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エ.　昇給
　 　　

本

年

度

職 員 数 （ Ａ ） ( 人 )

昇 給 に 係 る 職 員 数 （ B ） ( 人 ） 1

8号給 (人)

比 率 （ B ） ／ （ Ａ ） （ ％ ）

3号給 (人)

100.0100.0

号給数別内訳

1

前

年

度

職 員 数 （ Ａ ） ( 人 ) 1 1

技 能 労 務 職

職 種

1

行 政 職

6号給 (人)

4号給 (人)

8号給 (人)

1

1

昇 給 に 係 る 職 員 数 （ B ） ( 人 ） 1 1

14号給 (人)

1

2号給 (人)

3号給 (人)

1

号給数別内訳

2号給 (人)

6号給 (人)

区 分 合 計

100.0 100.0比 率 （ B ） ／ （ Ａ ） （ ％ ）
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オ.　期末手当・勤勉手当

カ.　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

キ.　その他の手当

住 居 手 当 同

通 勤 手 当 同

扶 養 手 当 同

47.74
定年前早期退職
特 例 措 置
（3～45％加算）

国 の 制 度
（ 支 給 率 等 ） 24.59

区 分 国の制度との異同

特 例 措 置
（2～20％加算）

差 異 の 内 容

33.27 47.74

49.59
定年前早期退職

支 給 率 等 25.56 34.58 49.59

区 分
２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者

国 の 制 度 2.125 2.275 4.400

4.300 有

有

備 考
(月分） (月分） (月分） (月分）

最 高 限 度 そ の 他 の
加 算 措 置 等

本 年 度 2.125 2.275
前 年 度 2.075 2.225

区 分
６ 月 （ 月 分 ）

有4.400

１ ２ 月 ( 月 分 ）
支給率計(月分）

職制上の段階、職務の
備 考

級等による加算措置

支 給 期 別 支 給 率
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（単位：千円）

期　間 金　額 期　間 金　額 国県支出金 地方債 その他

1 公営企業会計移行業務 25,856 Ｈ29 6,156 Ｈ30 19,700 19,600 100 0

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出
額又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

事　　　　　項 限 度 額
前年度までの 当該年度以降 左　の　財　源　内　訳
支出見込額　 の支出予定額 特　定　財　源

一般財源
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　　　　　　（単位：千円）

3,259,382 3,434,563 265,000 121,050 3,578,513

(1) 下　水　道　債 2,050,711 2,183,979 166,700 43,929 2,306,750

(2) 過　　疎　　債 1,208,671 1,250,584 98,300 77,121 1,271,763

3,259,382 3,434,563 265,000 121,050 3,578,513

地 方 債 の 前 々 年 度 末 に お け る 現 在 高 並 び に 前 年 度 末
及 び 当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

区　　　分
前 々 年 度 末
現 在 高

前 年 度 末
見 込 額

当 該 年 度 中 増 減 見 込
当該年度末現在高
見 込 額当 該 年 度 中

起 債 見 込 額
当 該 年 度 中 元 金
償 還 見 込 額

　１．　普　　　通　　　債

合　　　計
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